
配当金等の受け取りにおいて、営業者へのマイナンバー告知を義務付けています。 

 

所得税法 第224条 第1項 

（利子、配当の受領者の告知） 

第二百二十四条 国内において（中略）利子等又は配当等（中略）につき支払を受ける者 

（中略）は、政令で定めるところにより、その利子等又は配当等につきその支払の確定す 

る日までに、その者の氏名又は名称、住所（中略）及び個人番号又は行政手続における特 

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第二条第十五項（定義）に規定する 

法人番号（中略）を、その利子等又は配当等の支払をする者（中略）に告知しなければな 

らない。この場合において、当該支払を受ける者は、政令で定めるところにより、当該支 

払をする者にその者の住民票の写し、法人の登記事項証明書その他の政令で定める書類を 

提示しなければならないものとし、当該支払をする者は、政令で定めるところにより、当 

該告知された氏名又は名称、住所及び個人番号又は法人番号を当該書類により確認しなけ 

ればならないものとする。 

 

また、番号法において営業者は「個人番号関係事務実施者」として、お客様からマイナンバ

ーを収集することが認められています。 

以下、マイナンバー法の条文を引用して、収集可能であることを説明します。 

 

（定義） 

第二条 

１０ この法律において「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政法

人等その他の行政事務を処理する者が第九条第一項又は第二項の規定によりその保

有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するため

に必要な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。 

１１ この法律において「個人番号関係事務」とは、第九条第三項の規定により個人番号利

用事務に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

１２ この法律において「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用事務を処理する者

及び個人番号利用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

１３ この法律において「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者

及び個人番号関係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

（注）営業者は個人番号関係事務実施者になります。 

（再委託） 

第十条 個人番号利用事務又は個人番号関係事務（以下「個人番号利用事務等」という。） 

の全部又は一部の委託を受けた者は、当該個人番号利用事務等の委託をした者の許諾を得 

た場合に限り、その全部又は一部の再委託をすることができる。 

 



 

（個人番号利用事務実施者等の責務） 

第十二条 個人番号利用事務実施者及び個人番号関係事務実施者（以下「個人番号利用事 

務等実施者」という。）は、個人番号の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の 

適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（提供の要求） 

第十四条 個人番号利用事務等実施者は、個人番号利用事務等を処理するために必要があ 

るときは、本人又は他の個人番号利用事務等実施者に対し個人番号の提供を求めることが 

できる。 

（注）マイナンバーの提供を求めても良い事を定めています。 


